第１号様式（第５条関係）
令和８年　　月　　日

鹿児島県知事　塩田　康一　　様

所 在 地	〒
	鹿児島県
企業等名	
代表者職・氏名	
電　　　話	

令和８年度新産業創出ネットワーク事業研究開発支援補助金交付申請書


令和８年度において新産業創出ネットワーク事業研究開発支援を実施したいので、下記のとおり補助金を交付くださるよう関係書類を添えて申請します。

記

１	研究開発テーマ
「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
２	補助金交付申請額	金	　　　　　　　　　　　　円
３	研究開発に要する総経費（事業費総額）	金	　　　　　　　　　　　　円
４	関係書類
(1)	研究開発計画書　（別紙１）
(2)	収支予算書　（別紙２）
(3)	企業等概要説明書　（別紙３）
(4)	過去３期分の決算書　（別添）
(5)	県税の納税証明書　（別添）
(６)	事業概要説明図　（別添）
(７)	必要に応じて経費積算の根拠資料（見積書、カタログ等）


別紙１（第１号様式）
研究開発計画書（その１）
	1	研究開発テーマ
	

	2	研究開発の実施場所および連絡担当者
	実施場所：
連絡担当者：	ＴＥＬ：
E-mail：

	3	研究開発の目的・必要性
	

	4	研究開発の実施により期待される効果
	



研究開発計画書（その２）
	5	研究開発の内容・実施方法

(1)全体計画
(2)本年度実施内容
(3)次年度以降実施内容
	

	6	関連する研究開発の実績
	

	7	内外技術との相違等
	



研究開発計画書（その３）
	8	収　益　見　込　み
	

	9	補助金等の交付実績・申請状況
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研


究


開


発


体


制
	担当区分
	氏名
	所属・職名
	業務内容

	
	企業内部
	総括責任者
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	経理担当
	
	
	

	
	他企業
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	研究機関
	大学等
	
	
	

	
	
	公設試験
研究機関
	
	
	

	
	
	民間研究機関
	
	
	



研究開発計画書（その４）
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研


究


開


発


日


程
	研究開発期間
	開始：令和　　年　　月　　日　　完了：令和　　年　　月　　日

	
	作業区分種別
	作業期間

	
	
	※
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	※

	
	原材料関係




構築物関係




機械装置関係




工具器具関係




外注加工関係




工業所有権関係




技術指導関係



	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



研究開発計画書　記載要領
	１	研究開発テーマ
○	研究開発の内容を的確に示す名称を記載する。
	２	研究開発の実施場所および連絡担当者
○	2か所以上に分かれるときは全ての実施場所を記載し、主たる実施場所を明らかにする。
	３	研究開発の目的・必要性
○	なぜ当該研究開発を行うのか、その理由などを記載する。
	４	研究開発の実施により期待される効果
○	どのような成果を目標とするのか、またはどのような分野で、どのような効果が期待できるのか、数字によりなるべく具体的に記載する。
	５	研究開発の内容・実施方法
○	全体の計画を記載した上で、本年度の実施内容と次年度以降の実施内容が分かるように記載する。
○	当該研究開発で使用する設備、材料等を明らかにするとともに、どのような方法で研究開発を進めるのか、なるべく開発段階または工程を追って具体的に記載する。
○	試作品等を製作する場合は、その数量などについても記載する。
○	試作品等の仕様書、設計図などがあれば添付すること。
	６	関連する研究開発の実績
○	当該研究開発に関連する研究開発の実績があれば、その内容、開発時期、所要経費、開発担当者および成果などについて記載する。
	７	内外技術との相違等
○	既存の製品または技術と対比した場合の特徴または新規性などについて記載する。
	８	収益見込み
○	「４ 研究開発の実施により期待される効果」の欄で記載した内容に関連付けて記載する。
	９	補助金等の交付実績・申請状況
○	当該研究開発に関連する補助金等の交付実績または申請状況について、補助事業の名称、事業年度、テーマ名、補助額などを記載する。
	１０	研究開発体制
○	当該研究開発に関わる企業内部、協力企業および研究機関の担当者について記載する。なお、外部協力者の記載にあたっては必ず事前に相手の了解を得ること。
	１１	研究開発日程
○	研究開発の完了日は、遅くとも助成年度の3月1日であること。
○	作業期間の欄は、上部の※欄に目安となる月を記入し、各作業工程別に―線や矢印などにより当該作業期間を明示する。
○	作業工程は、できるだけ詳細に記載すること。
